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1 1ま じめに

山形県における稲作経営の展開と技術を中心

課題とし,稲作技術ならびに経営の発展経過を

概括するとともに,現段階における山形県の大

規模稲作経営技術と生産性について検討する。

さらに,稲作農業の担い手の動向を視点にお

き,稲作経営と技術の今後の方向について検討

したい。
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2.山形県における稲作技術ならびに
経営の発展経過

(1)山形県における稲作技術の発展経過

1)水稲収量の動き :山形県の水稲単収は高
く,平年収量は 540 kgか ら平成 5年の冷害年を

除くと近年は 580 kgと なっている。さらに,年

次変動もおおむね上下各 5%前後の幅に収まっ

ている。
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図-1 水稲単収ならびに作況指数と作付面積の推移 (山形県)
注 1)□ 水稲単収,-4-作 況指数, -0-作 付面積
2)山形農林水産統計年報 (山形統計情報事務所)よ り作成
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2)稲作労働時間の動き :稲作に要する労働

時間は,主として田植や刈取りに関連する機械

化等の省力化により減少が進んでおり,現在で

3)水稲品種作付け動向 :昭和40年代前半ま

では,でわみのり,フ ジミノリ等の多収品種の

作付けが多かったが,ササニシキとキヨニシキ

が登場 した。良質米生産時代になるとともに,

ササニシキの作付けが大きな割合を占め,さ ら

に,最近でははえぬき等の新品種の作付けが急

増している。

4)稲作技術の発展 :山形県の稲作は,全国
的な動きと連動しつつ,品種改良の進展,生産

資材の普及,さ らには,栽培管理技術の発達と

ともに進んできた。このような技術の進展と呼

は,10a当 たり40時間を下回り,平成 4年には

36時間になっている。

応して機械化が加わり,特に,昭和45年頃から

の移植機や収穫機等の開発・改良により中型機

械化・移植体系が確立し,さ らに発展を続けて

いる。

(2)山形県における稲作経営の展開

1)水稲の生産費と収益の推移

水稲に要する生産費は,昭和40年代前半まで

は,肥料・農薬等の資材と労賃を中心としてい

たが,その後,農機具等の比重が増してきた。

そのような中で,これまで,山形県の10a当

たり生産費は他より高く,全国平均を約 5～ 10
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図-2 稲作投下労働時間の推移 (山形県)

注1)田 種子余措・育苗・田植  □ 耕起代かき  雨 基肥・追肥

El除草・水管理      圏 防除     ロメ1取脱穀・乾燥桝招
2)山 形農林水産統計年報より作成
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%上回っていた。その原因は,農機具費,水利

費,地代等が多いためである。一方,60kg当 た

りの生産費は,単収が高いため平年でみると全

国平均より約 5%低 くなっていた。また,収益

は単収が高いので多い。即ち,山形県の稲作は,

高収益多費用という特徴を持っていた。しかし

ながら,その傾向には近年,変化の兆しがみら

れる。
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図-3 米の生産費と収益の推移 (山形・全国)

注1)・・・・・ 全国10a当 り全算入生産費 
―
山形10a当 り粗収益 ―――全国60kg当 り全算入生産費

一
山形10a当 り全算入生産費  ――‐山形10a当 り所得  

一
山形60kg当 り全製 産費

2)山形農林水産統計年報より作成。平成3,4年は新生産費調査による。
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2)規模拡大

稲作農家の規模拡大は次第に進んでおり,従

来の2～2.5ha以上の農家から3 ha,さ らには4

11a以上の農家が増加 している。

水田価格は,昭和40年代から上昇し50年代後

半に高騰 し,県平均の10a当たりで約200万円,

平坦地では300万円を上回るまでになり,そ の後 ,

低下していたが,近年,再び上昇している。

水田貸借は,農用地利用増進事業等により普

及し,増大の傾向にあるが,利用権設定率は5

～7%台 となっている。山形県の地代は全国的

にも高く,標準小作料は昭和58年頃に最も高く,

10a当 たり48千円となったが,昭和60年頃から

低下し,平成 4年度には41千円となっている。

3)組織化
トラタタや育苗・田植えを核とした共同作業

的生産組織の多くは解体したが,その後,受話

組織や転作関連組織が発生し,さ らに,共同乾

燥施設関連の組織化も図られている。

4)販売ならびに消費者対応

自主流通米制度への対応を主体に販売がなさ

れてきたが,さ らに,今 日では,自 由化と食管

法改正の動きへの対応が重要となっている。米

の品質と価格の2極分化の可能性とその対応 ,
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さらには,消費者との提携が課題となっている。

(3)ほ場整備と大区画ほ場化

山形県のほ場整備は,積極的に取り組まれ,

平成 5年の水田整備率は68%で,全国平均53%

を大きく上回っている。さらに, l ha以 上の大

区画整備面積は平成 5年で300hdと なり,平成12

年には1800haの 目標になっている。

なお,高いほ場整備率に関連し,土地改良・

水利費やほ場整備費負担に問題があり,それが

生産費と地代,さ らには,農地流動へと影響し

ていると考えられる。

3.山 形県における直播栽培技術の取 り

組み経過 と今後 の課題

山形農試の谷藤
5)は ,山形県における直播栽

培技術の取り組み経過及び現在の新たな取り組

みについて以下のように述べている。

(1)直播栽培技術の取り組み経過

戦後の直播への取り組みは,おおむね 5つの

時期に区分され,その時期と取り組み内容,背

景と目的,そ して,結果は以下のように概括さ

れる。

1)第 1期

① 背景と主な目的 :季節労力の調整が主な

ねらいであった。

② 時期と取り組み内容 :昭和25年頃,湛水

直播ならびに二毛作の間作直播の試験が行われ

た。

③ 結 果 :増産運動の時代の中で,十分な

成果が得られないまま中断した。

2)第 2期

① 背景と主な目的 :農業基本法の下で省カ

機械化技術の検討を主としていた。

② 時期と取り組み内容 :昭和30年代半ばか

ら40年代初めにかけ,乾田ならびに湛水直播の

大型現地実証試験が行われた。鶴岡市の水田

作実験農場と川西町の機械イヒ実験農場である。

特に,鶴岡市の水田作実験農場では,農家数 6

戸,水日経営面積24haの規模を対象に大型 トラ

クター,コ ンバインを導入した乾田直播栽培の

確立をめざした。

③ 結 果 :乾田直播は,春作業へのほ場の

乾湿の影響,出芽・苗立ち・初期生育の不安定 ,

さらに,雑草多発等により収量が低下したため,

わずか 1年で中止となった。

湛水直播でも,出芽・苗立ちの不安定による

補植ならびに除草労働の増大と収量低下があり,

多収品種の登場と県の60万 tこ めつくり運動の

中で衰退した。

3)第 3期

① 背景と主な目的 :米過剰と農業労働力の

他産業への流出などの社会・経済情勢下の総合

農政のもとにおいて,低コスト生産を推進する

必要があった。また,技術面では,除草剤など

諸資材の開発,土地基盤整備,生育調整技術の

進歩があった。

② 時期ならびに取り組み内容と結果

ア 昭和47年～49年 ,庄内支場に地下灌排水

方式のほ場を作り,初期作業の促進・安定化と

出芽・苗立ちの向上を図った。

その結果,出芽率約80%近 くと移植に匹敵す

る収量が確保された。

イ 昭和47～ 51年,遊佐町に大規模営農実験

農場 (15ha規模)を設置し,1区画1 2ha,地下

灌漑と排水の水管理方式を備えた大規模装置化

は場を造成し, l ha当たり収量55t,2人組作

業を基本に労働時間 l h100時間を目標として ,

大型機械化一貫直播栽培の実証と技術体系の確

立に取り組んだ。

その結果,苗立ち率75～ 80%,収量524kg
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の成果を得たが,多年生雑草の多発による労働

時間の増加,地力の低下とその防止という課題

が提起された。そして,米の産地間競争激化の

中で銘柄品種であるササニンキが乾田直播に不

適であったこと,田植機やコンバインの急速な

改良・普及による個別機械化体系の確立の中で,

農家レベルヘの普及は限られた。

4)第 4期

① 背景と主な目的 :昭和50年代後半,米価

値上げの抑制の中で,コス ト低減が強く求めら

れるようになった。そして,技術面では,過酸

化カルシウム剤 (カ ルパー)と選択性の高い除

草剤ピラゾレート (サ ンバード)が開発された。

② 時期と取り組み内容 :昭和59～ 62年に,

「地域低コスト稲作技術体系確立試験」で,背

負式動力散布機による散播,カ ルパーの種子コ

ーティング,除草剤試験などが行われた。

③ 結 果 :播種作業の簡便化,苗立ち率の

向上,アキヒカリ等での収量確保という成果が

得られた。しかし,土中直播・条播では苗立ち

不良の面があった。そして,米の産地間競争の

中で,アキヒカリ等は市場評価が低く,さ らに,

ササニシキでは熟期が遅く,収量と収益に難が

ある成績となった。

5)第 5期

① 背景と主な目的 :米価抑制と自由化圧力
の下で,一層のコスト低減と規模拡大を目ざす

必要があった。そして,昭和62年に早生・良質

品種「はなの舞」,平成 3年に中生「どまんな

か」が県奨励品種に採用された。

② 取り組みと結果 :両品種は強かん性で倒

伏に強く,品質・食味も良 く,散播方式での

湛水直播試験でも良い成績を見た。そして,栽

培マニュアルと生育指標を作成し,普及指導が

図られた結果,平成 5年には県下約100haの普及

面積となっている。

(2)直播栽培技術への新たな取り組み

現在,山形農試が取り組んでいる直播の課題

と研究は以下のようなものが主である。

1)直播の現時点での課題

① 第 1に ,出芽・苗立ち率安定化技術の一

層の確立と低温・鳥害対策,そ して,さ らなる

省力化技術の確立である。

② 第 2に ,移植体系も改良がすすめられて

おり,高速田植機や栽培管理技術等が研究され

ている。そこで,それとの比較,有利性が課題

となる。

2)山形農試が試験を進めている新直播技

術

ア 噴頭回転式広幅散布機による湛水直

播栽培技術

東北農試が開発した噴頭回転式広幅散布機を

核として,遊佐町の1.2haの大区画ほ場を中心に

共同で現地試験中である。予備的な試験では,

播種時間が l ha当たり20分,労働時間は l ha当

たり90時間台,そ して,収量は524kg/10aと い

う成績を得ている。

イ 無代かき作溝直播

施肥,耕起,作溝,播種作業の工程を同時に

行うものである。播種後,直ちに入水すること

で,水の保温機能による出芽促進とまき濤崩壊

による耐倒伏性の強化がねらいである。

4 稲作農業担 い手の動向と今後

(1)稲作農家の規模拡大の動き

1)稲作農家と規模拡大

山形県における稲作農家の水稲栽培面積は平

均1 3haで ,llla以下の農家が半数以上を占めて

いる。そして,稲作生産の中核である2 ha層が

10%余, 3 ha層 が7%台を占めている。即ち,
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表-4 事業組織・参加範囲別稲作生産組織数 (山形県 平 2年 )

項 目 計

単 一 事 業 組 織 複 数 事 業 組 織 農 業 集 落 内

層贅誓拿定縞
み
栽

の
共同利用
のみ

受話のみ
栽培協定・

共 同利用
栽培協定
・ 受 話

共同利用
・ 受 託

栽培椰疋・

共同利用・

V託

実数(件 ) 724 9

“

7 8

割合(%) 100 0 12 61 7 15 19 11 74 3 142

(1990年農林業センサス,農業集落調査 )

(5)農業法人

稲作関係の農事組合法人は設立と解散による

(6)山形県の稲作の担い手

現在の山形県の稲作生産の担い手は,個別農

家 6～ 7万戸及び生産組織 700余を中心として

増減が拮抗しており,今後の増加と安定が期待

されている。

いる。そして,農事組合法人が50あ り,新 しい

ものとして,有限会社設立の動きがでている。

表-5 稲作関係の農事組合法人と全農業生産法人数 (山形県)

農 事 組 合 法 人 農業生産法人

昭 和 60 平 成 元 平 成 2 平 成 3 平 成 4 昭 和 63

(山形県農業経済課,農政課資料より作成 )

表-6 山形県の稲作生産の担い手

年 水稲栽培農家(戸 )|ぅ
ち販売農家(戸 )

生 産 組 織
協業経営組織

昭 和 60 84,029

平 成 2 75,139 67,382

平 成 4 71,226 63,853

(農林業センサス,山形県農業基本調査より作成 )

5.大規模稲作経営の現段階における技
術体系と生産性

山形県内の水稲栽培10ha経営,10戸を調査 し

た結果について,その経営概況や稲作投下労働

時間,技術体系及び生産性,そ して,10ha経営

にいたる規模拡大経過等について報告 したい

(須 田4))。

(1)水稲栽培 10ha経営の概況

1)経営の概況

① 対象となった農家の水田面積は11～ 18ha,

そして,水稲栽培面積が105～ 18haと 本県では

非常に大きなレベルである。自己所有の水田は

24～ 10ha,借地・経営受託面積は26～ 12haで

ある。
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表 -7 水稲栽培10ha経営の概況

② 農業労働力は,基幹的従事者が各戸 1～

3名で,補助労力は 1～ 3名 となっている。平

均的には 1戸当たり3～ 4名の農業労働力であ

る。稲作関係の雇用は,春作業中心に広くみら

れる。

目

耕 地 面 積 (a)

労 働 力  (人 )

主要
t,9袋チ規模

稲作主要施設装備

稲作主要機械装備

機 械 共 有

作 業 共 同 委 託

注1)※ 調査農家は10戸 ,各項目にあてはまっているものを該当戸数と
した。

2)「 21世紀を展望した地域水田営農のあり方と展開方策 (第 2年次)
山形農試研究資料 No5～ 13か ら引用
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③ 水田ほ場の分布は,かなり地域差と個分1  地と定義した場合,団地の面積割合はかなり高

条件の差が大きいが,ほ場枚数は40～ 70が中心  く,低い場合でも60%台である。

である。50a以上のまとまりをもったものを団

表-8 水稲栽培10ha経営の水田ほ場分布状況

(注)デ ータ数が不揃いな箇所がある,出典 :表 -7脚注参照

④ 稲作関係機械・施設は, トラクター,田   稲作の労働時間は,平均的にみて10a当 たり

植機,コ ンバインを各 1台 ,そ して,乾燥機は  17時 Fon, 1戸 当たり2000時間余とみられる。作

2台を所有している場合が多い。         業工程別の時間は,表 -9と 表-10の通りであ

2)水稲栽培10ha経営の稲作投下労働時間  る。

表-9 水稲栽培10ha経営の稲作投下労働時間 (10a当 たり)

(出典 :表 -7脚注参照)

3)稲作技術体系             主要作業の組作業人数は2～ 3人であるが,機

水稲栽培10ha経営の作業体系や技術内容は,  械の高性能化とともにワンマン作業化が進んで
一般的な規模の経営と基本的には同様である。  いる。なお,面積の拡大に伴って,作業日数と

しかし,よ り高性能 。大容量の機械施設を持ち, 期間の拡大が見られる。
広い作業面積と高い作業能率で処理している。

表-10 水稲栽培10ha経営の稲作技術体系

項    目 全  体

団 地 化 自 宅 か ら の 距 睡

団  地
散

場

分

ほ

l km以内 1-2kロ 2～ 5k“
ａ
満

１０

未

い
”Ｏａ

Ｏａ
”Ｏａ

30a

団地 倉場 団地 倉場 団地 倉警

平均

箇 所 数 (箇所 ) 11 7 4 4 2 2 1 1 1

ほ場枚数 (枚 ) 8 5 9 1 5 1 4 8

面  積 (a) 1,299

面積割合 (%) 8 2 2 2

育  苗
耕 起
代かき

基  肥 田植え 追  肥 除  草 水管理 防  除 乾  燥 計

平均 (h/10a) 15 15

(割 合 %) 175 90 19 161

幅
1せ
51
0理22 o 

^'to. s
1 ■

”
0_209 0112 1■68

OJ2 4 1■
42
0_824

L〕29

13 8ha, 4フヽ

作 業 名 育   苗 耕  起
代 か き

基肥 田 植 え 馴 除草 水管理 防除 刈り取り 乾  燥 計

機 械 施 設 竃賣
′
ぽ

225 坪

トラクタ
14台
52 ps

負

散

背

動
1炉ξ
6条

負

散

背

動

負
　
散

背

動

負
　
散

背
　
動

コンバイ
10台
43条
鸞
％

乾
２
８

作 業 人 数 (人 ) 2～ 6(3) 1(2) 1 2～ 3(4) 1 1～ 2 1 2 1～ 2

(時間)

計 2,050

10a当 たり 15 03 07 15

雇  用  (延人数 ) 75 32

(出典 :表 -7脚注参照)
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4)稲作の費用と収益

水稲栽培面積は,平均11 5haで ,稲作部門の

収支を試算すると, 1戸当たり粗収入約 2,200

万円となった。これに対し,費用合計が約1,100

万円,第 2次輩産費は1700万円となった。そし

て,支払地代,償却費,償還金を加除した所得

は約1,000万円と見られた。

表-11 水稲栽培10ha経営の収支(平成 4年 )

3:所得 2=粗収益―経営費 2
4:出典 :表 -7 脚注参照

5)稲作の生産性

10a当 たりの収量は約550kgで ,粗収益は20万

円,第 2次生産費が15万 円,そ して,所得 2

(表 -12)で 8万円と見られた。次に,労働時

間は16_5時間となった。

一方,60kg当 たり第 2次生産費は16万円,労

働 1日 当たり所得は著しく高い金額であった。

(注)1:所得=粗収益―費用合計+家族労働費
2:所得 2=粗収益―物材費―雇用労賃―支払

地代―資本利子

3:償還御 tlll除所得=粗収益― (物材費
+雇用労働費+支払地代―償却費+
償還金元利 )

4:出典 :表-7脚注参照

表-12 水稲栽培10ha経営の収支と生産性

単位

水稲品種数

10a当 り収量 (平 4)

収  支
(1戸当た

り稽『営信十

平4年 )

'剛
溢 千円 22,670

費用合計 千円 1,547

酪 千円 13,269

資本利子 千円

第 2Z姓遺 費 千円 17,235

鋼 t 千円 8,314

フ砕争2 千円 9,202

償量勧副 千円 2,867

償還金償却費加除所得 千円 10,573

労働時間 時間 1,770

生 産 性

(10a当 た

り平 4年

:畷 千円 197 7

費用合計 千円 1007

酪 千円 1151

第2次生産費 千円 1503

ル孫早2 千円 80 3

償還金償却費加除所得 千円

労働時間 時間 154

所得率 % 58 3

労働 1日 当り所得 千円 60 9

60kg当 り
第 1次生産費 千円 104

第 2と超壺潰 千円 164

(注 )1:所得=粗収益―費用合計十家族労働費
2:経営費2=物財費+雇用労働費

十支払地代+資本利子
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(2)水稲栽培10ha経営の稲作拡大経過

1)水田面積拡大経過と拡大方法

昭和40年から今日に至る28年間の稲作拡大の

経過を図と表に表してみた。拡大開始の時期は,

早期に開始した場合と昭和50年代から本格化し

ているケースがあるが,昭和40年代前半,即ち,

早い時期から拡大開始をしている。その拡大方

法と面積割合は,借地 。経営受託が 1戸平均

8.5ha,67%を 占め,購入は 1戸平均2.2ha,16

%である。残りは開田等である。

平均的には 3 ha程度からスタートし,4～ 5

倍の規模に成長していることになる。

■
■
　
９
０
　
　
９
ι
　
ｌ
ｌ
　
ｎ
υ
　
ｎ
ｕ
　
ｏ
ｏ
　
７
１
　
　
ｒ
υ
　
Ｅ
υ
　
′
■
　
９
ｏ
　
ｏ
４
　
　
１
１
　
０
υ

水
田
面
積
　
ｈａ

昭 40～ 昭45～   昭50～   昭 55～   昭60～

年代

図-5 水稲栽培10ha経営の面積拡大経過

平 2年～

注 1)Z当 初面積  国 開田 国 購入  %借 地・経営受託 舅§作業委託

2)21世紀を展望した地域水田営農あり方と展開方策 (第 2年次 :山形県農業試験場 )

より引用

購入は,昭和40年頃から今日まで断続的に行

われ, 1件当たり面積は33aであった。借地・

経営受託は昭和45年頃から本格化し,昭和60～

平成元年に最も多くなっている。その 1件当た

り面積は平均78aで ,同一集落内からの受託が

多い。

なお,10a当 たり購入価格は全平均で 150万

円余となり,結果的には,水稲収益とバランス

の取れた金額になっているとみられる。購入 1

件当たりの金額は約500万円であった。さらに,

水田購入の自己資金率は44%,借入金は 1,900

万円であった。
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表-13 水稲栽培10halt営の成立経過 2(昭和40年以降)
単位 :a,件,戸,万円,%

区分 項 目 昭40～ 昭45～ 昭50～ 昭55～ 昭60～ 平2年 合 計 割合

購入

合計面積 384 2,155

購入先数 9 8

購入先 1人当り面積

借地

経営

受託

合計面積 0 2,077 2,710 2,495 8,527

委託者数 0 2 7

委託者 1人当り面積 0

作業

受話

合計画積 0 0 l,008

委託者数 0 0 5 4 34

委託者 1人当り面積 0 0

購入

資金

価格

状況

購入総額 1,867 2,221 9,057 6,330 8,424 5,728 33,627 100

44

56

自己資金額 1,615 1,621 1,799 2,708 3,762 3,232 14,737

借入金額 7,258 3,622 4,662 2,496 18,890

自己資金率

10a当 り価格 41

購入 1件当り金額 1,132 648

借地

経営

受託

借入先 同一集落 2 5

地域 旧市町村内 1 4 3 4

件数 市町村内 1 3 2 6

市町村外 1 1 2

(注) 借入先地域は明確なもののみ,出典 :表 -7脚注参照

2)主要機械所有の動き          に平均的に各作業機を 1台所有するレベルにな

主な機械の所有の動きは,表 -14の通りであ  り,その後も増加している。さらに,機械の大

る。昭和40年に入り本格化し,昭和50年代前半  型化 。高性能イヒが進んでいる。

表-14 水稲栽培10ha経営の主用機械所有の動き (平均)

年 代
トラクター 田 植 機 コンバイン

台  数 馬  力 台  数 条  数 台  数 条  数 台  数 石  数

昭 40 ～ 01

昭 45 ～ 07 1.7 121

昭 50 ～

昭 55 ～ 11 12

昭 60 ～ 13 ′
仕 58.0

平 成 2～ 14 61

(出典 :表-7脚注参照)
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6.稲 作経営の方向と大規模稲作経営モ

デル例

(1)湛水直播,短期密播育苗技術の経営適用

1)個月1経営への適用試算

稲作の個別大規模経営を念頭に,昭和62年に

「山形農試,地域低コス ト稲作技術体系確立試

験」において,湛水直播と短期密播育苗技術の

導入試算が行われたが, これを修正・再試算し

た結果は次のようであった (佐藤
2り 。

この湛水直播においては,播種は背負動散で

行うこととしている。そして,稚苗移植,湛水

直播,短期密播の 3つの体系の時期別労働時間

と費用ならびに収益は,表 -15,16のようにな

る。この場合,収量はべ‐スを 600 kgと し,直

播と短期密播には5%減収,10%減収,15%減

収のランクを設けて検討した。

表 -15 各体系の時期別
々鼎管望たり :h)

単位 :千円

当たり収量が 5%な いし10%減収すると,移植

の方が有利となる。

通常, 5月上旬の労働時間が多いことがネッ

表-16 湛水直播と短期密播育苗技術体系の費用と収益 (10a当 り)

その結果,収量が同等の場合,湛水直播の収

益が向上し,労働時間が短いため,その導入が

有利となる。次に,湛水直播や短期密播の10a

上労働
一４

一４

中労働

下労働

11 7

1_4

一中 26一′一５

5
0_7

一
． 　． 』
　^

一６ 一中

上労働

中労働
一５ 05

2.5下労働
ｒ
′ 05 　̈̈̈

¨̈）　一

10月
一中 03

1

(注 )地域低コスト稲作技術体系の確立 (経営
開発技術の最適組み合わせの検討)
山形農試研究資料 No62-20を 修正

項 目 稚  苗 直 播
期
播
苗

短
密
育

直 播 短期密播育苗

△ 5% △ 10% △ 15% △ 5% △ 10% △15%

単  収 (k髯 ) ′
螢

粗  収  益 192 0 192 0 192.0 182.4 172 8 163 2 182 4 172 8 163 2

資 材 費 43 2 44 2 42 5 44 2 44 2 44 2 42 5 425 42 5

償  却  費 2913 24 9 28 3 24 9 24 9 24 9 28 3 28 8 28.3

家 族 労 働 費 25 8 187 24 1 187 187 187 24 1 24.1 24 1

雇 用 労 働 費 00

計 98 3 87 8 94 9 87 8 87 8 87 8 94 9 94 9 94 9

純  収  益 93 7 104_3 97 1 94 6 85 0 75_0 87_5 85 3 68.3

所 得 1195 122 9 1211 H33 103_7 94 1 111_5 109_4 92.3

労働時間計 (h) 25.8 187 24 1 18 7 18_7 187 24 1 24 1 24.1

(注)出 典 表-15脚注参照
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クになっている。このことから,水田面積が大

きくなると,移植と直播の組み合わせが増えて

くる。

栽培可能面積は,労力が25人 (労働時間225

1,750

2)新品種を組み合わせた個別経営・集団
への適用試算

次に,山形県期待の新品種「 どまんなか」と

「はえぬき」を中心に「はなの舞J,「ササニ

h/10日 )では8 ha, 3人 で10haと なった。さ

らに,雇用を3人加えると,労力25人で17.5ha,

労力 3人で20haが限度となった。なお, これは

直播の機械償却費が動散dll用で少ない例である。

シキ」を組み合わせて,基幹農業従事者 2人が

大規模稲作経営を行う場合と,基幹農業従事者

8人 (4戸共同)の集団で行う場合の体系と栽

培面積を試算した例 (新品種を組み合わせた大

表―17 湛水直播と短期密播育苗技術の大規模稲作経営への導入試算
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規模稲作経営モデル (小笠原
1))を紹介する。

技術体系は,移植体系,直播体系,移植 +直

播体系の三通りである。直播体系の播種は,動

力散布機によっている。品種,労働力,機械装

備等の前提条件,体系別の計画,収支,生産費

などは表-18の通りである。

その結果,品種の組み合わせは,移植時期ま

たは直播における播種時期とメ1り 取り時期によ

って決まる。そして,移植体系では,メ1り 取り

適期幅は品種組み合わせによって31日 になると

見込まれ,代かき等の作業が経営の制約となっ

ていた。一方,直播は,メ1り 取りの適期幅がせ

まく,23日 にとどまっている。

品種の組み合わせと高い機械・施設装備を前

提とすると,水稲栽培の最大面積は,個別経営

では,移植体系25ha,直播体系22ha,移植 +直

播体系28haと なり,集団経営では,移植体系

100ha,直播体系130ha,移植 +直播体系150ha

となっている。

どまんなか,はえぬき,
はなの舞

移植925h,

4
6条 1台

ム
ロ

1日 当り所得

(注)新品種を組み合わせた大規模稲作経営モデル 山形農試研究資料 No 3-15から弓1用

表-18 新品種を組み合わせた大規模稲作経営モデル

とまんなか,はえぬき,
はなの舞

どまんなか,はえぬき,
ササニシキ,はなの舞

移植157h,直橋878h5 10a当 り労働時間

コンバイン

自脱型コンバイン

とまんなか

ササニシキ

どまんなか

ササニンキ
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(2)稲作経営の方向と技術

1)山形県農業振興ビジョン

山形県は,平成 5年に国の新政策を受け,県

の農業・農村の実状をふまえた「県農業振興ビ

ジョンJを策定した。そのなかで,農業が魅カ

ある職業として選択されるための条件の一つに,

他産業従事者並の所得確保をあげ,専業的農業

従事者一人当たりの農業所得を,年間500万円と

し,第 2に ,労働時間も他産業並を条件とし,一

人当たり労働時間を2000時間に設定し, このよ

うな条件を実現できる営農類型を策定している。

まず,個別経営体では,農業専従者 2人,一

人当たり農業所得500万円,2人で1,000万 円の

所得目標とし,組織経営体では,農業専従者 6

人 (3戸 )と している。なお,一人当たり農業

所得目標は同様である。

この中で,土地利用型作物では,個別経営体

の経営規模と営農類型は,水田15ha(そ のうち,

自作地 5 ha,借地10ha),水稲栽培面積12_5ha,

転作大豆または麦2 5haで ある。組織経営体では,

水田40ha(そ のうち,自作地15ha,借地25ha),

水稲栽培面積33 5ha,転作大豆または麦6 5haで

ある。

前述のごとく,山形県において,稲作の経営

規模拡大が進んでいるが,本県の現時点では大

規模経営と言える水稲栽培10ha経営,そ して,

それ以上の経営を行う件数は限られている。し

たがって,山形県農業振興ビジョンの営農規模

は,本県の将来を目標としたものであるが,接

近をはかる必要がある。

2)稲作経営規模拡大の関連要因

規模拡大の関連要因としては,技術面と経

営・農業構造面の二つに大きく分けることがで

きる。

経営・農業構造面では,主なものとして米の

販売価格ならびに収益性があり,購入と借り入

れに関連したものとして水田価格と受委託料金

等がある。

米の価格や流通に関しては,食糧管理制度の

改正がとりざたされている。その内容の決定に

は,ま だ期間があるようであるが,いずれにし

ても,価格ならびに流通規制を緩和するもので,

価格の多様化や二極化と流通の多様化がすすむ

とみられる。その結果,米価の違いによって収

益性にも格差が生じることになる。いわば米の

二極化が生じる可能性があり,こ れにともなっ

て,必要な技術も分化すると考えられる。

農業構造面では,稲作収益とバランスの取れ

た水田価格ならびに受委託料金への誘導と農地

流動の促進が必要となってくる。さらに,ほ場

条件の整備が作業効率の向上のため必要である

が,も し,整備の条件が整わない場合は,ほ場

区画の拡大を優先するなど,段階的に進める方

法もあるとみられる。なお,土地改良負担金は,

生産費と地代ならびに受委託料金に大きな影響

があり,一層の助成が期待されている。

技術面では,品種と作期が限定されることが

問題で,そ の拡大が課題である。次に,機械等

の作業性の一層の改善が要求される。

3)稲作経営の方向と稲作技術

稲作経営の方向としては,第 1に経営体が個

別と集団 (組織)の 2つ に分かれる。そして,

稲作の営農類型は,大きく稲作専作経営と複合

経営の2つになる。この他に,兼業タイプがあ

り,その農業部門は稲作専作である。第 3に稲

作規模の大小がある。

なお,集団経営では,そ の運営の中心が農家

集団のタイプと,いわゆる農協等によるタイプ

があると言われている。

このような,経営的方向と技術的課題を関連
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して考えると,大規模経営に対する,いわゆる

大農技術,一方,小ないし中規模複合や兼業経

営に対する小農技術に大きく分かれると考えら

れる。

そして,経営面では,稲作経営規模,稲作専

作と複合経営や兼業経営,コスト低減,品質・

流通の4つが大きな方向と見られる。

4)望まれる技術
以上のような,農業情勢や経営方向に対応す

る (収量安定性,作期幅,作業性,高品質など

の)技術の発展が望まれる。それらの多くは,

言い古されている面もあるが,今日的意義を持

つものである。第 1に,収量安定性の向上があ

げられる。特に,直播栽培技術において重要で

ある。次に,作期幅の拡大であるが,こ れは,

規模拡大により,特に必要性が増すもので,本

県では新品種が開発され前進しているが,大幅

な拡大には遠く,一層の作期幅拡大が課題であ

る。

作業性では,機械作業への適合と省力化に対

応し,粗放的な管理でも生育安定性が高いこと

が期待される。

次に,価格・市場評価では,価格や流通の多

様化により,いわば産米の分化ないしは二極化

がすすむとみられる。したがって,高価格と良

質米,低価格を可能にする多収米や粗放省力栽

培,そ して,低コスト栽培,さ らに,生産者と

消費者の提携の進展に対する特別栽培米や有機

栽培米など,産米とともに技術も分化する必要

がある。

以上,い くつかの面から,かなり重複しなが

ら技術の方向性を考えたが,経営方向として稲

作経営規模,コ スト,稲作類型の3つを選び,

それに対応する技術の改善方向を集約したのが

表-19で ある。

表-19 稲作経営規模・稲作類型と稲作技術の改善方向

コ ス ト 稲作類型
稲 経

2～ 3 ha 5～ 7 ha 10～ 13ha 15 ha～

コス ト現状並 専作

○機械作業の外

部委託

○環境保全型農

業

○環境保全型農

業

コス ト低下

専作

○機械作業の外

部委託

○省力技術 (一

発施肥,粒剤

防除)

〇単収増

○良質品種

○省力技術 (一

発施肥,粒剤
防除)

○大型機械化

○全天候型品種

○省力技術 (乳

苗,不耕起 ,

直播,同時作

業)

〇大型機械化

○全天候型品種

○省力技術 (乳

苗,不耕起 ,

直播,同時作

業 )

兼業複合

○全天候型品種

○省力技術 (一

発施肥,粒剤
防除,不耕起,
無代かき)

○作業委託

○全天候型品種

○省力技術 (一

発施肥,粒剤
防除)

(直播,不耕
起,直播,同

時作業 )

〇作業委託
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そして,稲作規模別に考えると,以下のよう

に要約される。10ha,さ らには,1511a以上等の

大規模経営では大型機械化技術,気象変動や肥

培管理に生育や収量品質の左右されにくい「全

天候型」の品種と乳苗,不耕起,直播,同時作

業など,現体系に比ベダイナミック省力化技術

等が考えられる。

次に, 5～ 7 ha経営では,現在の「中型機械

化体系Jを基礎としながら,単収の向上,品質

向上,一発施肥 (元肥一回施肥),粒剤防除な

どの省力技術が中心とみられる。なお,兼業や

複合経営では全天候型品種が加わり,さ らには,

直播栽培も考えられる。

そして, 2～ 3 ha経営では単収の向上,良質

米品種などが考えられ,さ らに,一発施肥,粒

剤防除などの省力化技術が考えられる。なお,

2～ 3 haでの専業はモデルケースとしては一般

的ではないが,高齢者専業や消費者との契約栽

培経営などが考えられる。

したがって,望まれる技術を集約すると,収

量安定性,省力,作期幅,作業性,品質等を要

因として,大型機械化技術 (大農技術),省カ

技術,低コスト技術,良質米品種,全天候型品

種などと考えられる。

以上,経営の方向や望まれる技術について並

列的・平板的に検討し,その整合性と総合化の

不足したものとなり,技術開発の方向について

は多大な要望となった面もあるが,報告とした

い。
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